
















ち、カザフスタン共和国、ウズベキスタン共和国、カジキスタン共和国、タジキスタン共和国の国際私法立法について概観すれば、そこにおいて採用されている立法形式は、国際私法規定を民法典中と家族法典中とに分散して置くと う方法をもって定型化され いることが看取される。これは、家族法が独立した法分野であると解するソビエト法理論上の見解がそれらの立法化において支配していたからである。そればかりではなく、それらの規定の内容の点においても、多少の相違はあるにせよ、ソビエト連邦の崩壊後に形成された独立 家共同体構成諸国 間におけるモデル を模範としていることが、一九九〇年代以降における各国新立法にも如実に反映されている。しかし、上記諸国の中、タジキスタン共和国民法典中には国際私法規定は置か ておらず、同様に、一九九八年七月一六日のトルクメニスタン共和国民法典中にも、国際私法規定は置かれ ない 従って 同共和国の国際私 規





























に至るまでの間に、家族法典は幾度かの改正を経ている 、国際私法規定の改正に限って言えば、一九八〇年五月二〇日の法律 よる改正を経て、漸く、二〇〇二年三月二八日に大幅な改正が採択され、それが二〇〇二年四月一四日に発効して現行法 至っている。全体的に見て、同共和国におけ 国際私法立法の整備は緩慢である。　
現行家族法典中の国際私法規定が規律の対象としている法律関係は、婚姻の成立、婚姻の解消、親子関係の確














































  外国国民又無国籍者との婚姻の挙行のため、本条の第一項に指示された要件に加えて 離婚の場合における未成
年の子のための保証の提供のため、トルクメニスタン国家保証機関の福祉口座へ五万ドル以上の保証料の支払い、外国国民又無国籍者のトルクメニスタンの領域における一年以上に亘る居住期間、及び、私的な生活空間の入手が







































  家族及び婚姻に関するトルクメニスタン 立法に従い、トルクメニスタン外に居住しているトルクメニスタン国
民の婚姻は、トルクメニスタンの領事館において登録されるものとする。　
トルクメニスタン国民の間の婚姻、又は、外 国民とトルクメニスタン国民と 間の婚姻が、トルクメニスタン







トルクメニスタンにおけるトルクメニスタン国民と外 国民と 間、及び、外国 間の婚姻 解消は、トル
クメニスタンの立法に従って行 われるものとす 。トルクメニスタン国民と外国国民との間の婚姻の解消は、離婚の当時、夫婦の少なくとも一方がトルクメニスタン外に居住していたとき、有効なものと見做される。　
トルクメニスタン外において、個別の国家の法律に従って行なわれたトルクメニスタン の間の離婚は、離婚
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